
「人材育成研修応援補助金」対象経費確認フローチャート

市交付要綱第３条既の、市内に事業所を有する中小事業者等か

（中小事業者等 … 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第３条第１項に規定する団体第２条第１項に規定する者又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）

↓ はい ↓ いいえ

↓ ×

市交付要綱第４条に該当しないか（①市税滞納あり ②国等から補助金を受ける ③風営法等に該当する企業　など）

↓ はい ↓ いいえ

↓ × 受講前２か月間に勤務実績があるとは？

研修を受ける従業員は以下のいずれかに該当するか 例：4月研修受講の場合

（１）雇用保険被保険者である者

（２）雇用保険被保険者でないが（短時間勤務パートなど）、受講前２か月に勤務実績がある者

（３）事業主であるが、研修で習得できる知識及び技能が必要となる業務に従事している者

↓ はい ↓ いいえ

↓ ×

外部研修（従業員が社外の研修機関等で受講する研修）か、内部研修（講師を招へいし社内で従業員が受講する研修）か

↓ 外部研修 ↓ 内部研修

↓ ↓

研修を受ける従業員の勤務地は市内事業所か 研修を開催する事業所は市内か

↓ 市内 ↓ 市外 ↓ 市内 ↓ 市外

↓ × ↓ ×

研修機関等は市交付要綱第３条に該当するか 招へいした講師は市交付要綱第３条に該当する研修機関等が派遣したか

（㋐公共職業能力開発施設等 ㋒大学等 ㋓各種学校等 など） （㋐公共職業能力開発施設等 ㋒大学等 ㋓各種学校等 など）

※ 上記㋐㋒㋓以外の国、地方公共団体主催の研修は対象外 ※ 上記㋐㋒㋓以外の国、地方公共団体主催の研修は対象外

↓ はい ↓ いいえ ↓ はい ↓ いいえ

↓ × ↓ ×

研修の目的はどれにあてはまるか 研修の目的はどれにあてはまるか

↓ 生産性向上・事業拡大・DXに関する研修 ↓ 外国籍従業員向け ↓ 左記以外 ↓ 外国籍従業員向け ↓ 左記以外

↓ ↓ ビジネス日本語研修 × ↓ ビジネス日本語研修 ×

研修の内容は以下にあてはまるか 研修の内容は以下にあてはまるか 研修の内容は以下にあてはまるか

（１）生産性の向上

（２）事業拡大

（３）DX

↓ はい ↓ いいえ ↓ はい ↓ いいえ ↓ はい ↓ いいえ

↓ × ↓ × ↓ ×

研修時間は３時間以上１０時間未満か 研修時間は３時間以上か 研修時間は３時間以上か

↓ はい ↓ いいえ ↓ はい ↓ いいえ ↓ はい ↓ いいえ

↓ × １０時間以上の研修は厚生労働省の ↓ × ↓ ×

↓ 「人材開発支援助成金」の活用をご検討ください ↓ ↓

研修は会場受講かオンライン受講か 研修は会場受講かオンライン受講か 招へいする講師は会場に来るかオンラインか

↓ 会場受講 ↓ オンライン受講 ↓ 会場受講 ↓ オンライン受講 ↓ 会場に来る ↓ オンライン

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

A B A B C D

対象経費と補助率について

A B
 以下①②の費用が補助金の対象となります。  以下①の費用が補助金の対象となります。

 ① 研修の受講料、教材費、材料費　　… 補助率１／２  ① 研修の受講料、教材費、材料費　　… 補助率１／２

 ② 研修に出席した時間に係る従業員の賃金相当額　… 960円／時間  ※ 消費税及び地方消費税の仕入控除税額は除きます

 ※ ②のみの補助金申請はできません

 ※ 消費税及び地方消費税の仕入控除税額は除きます

C D
 以下①②の費用が補助金の対象となります。  以下①の費用が補助金の対象となります。

 ① 研修の謝礼、委託費、教材費、材料費、旅費、宿泊費　　… 補助率１／２  ① 研修の謝礼、委託費、教材費、材料費　　… 補助率１／２

 ② 研修に出席した時間に係る従業員の賃金相当額　… 960円／時間  ※ 消費税及び地方消費税の仕入控除税額は除きます

 ※ ②のみの補助金申請はできません。

 ※ 宿泊費の上限は1泊12,000円です。

 ※ 消費税及び地方消費税の仕入控除税額は除きます

補助金の上限額について

 補助金の年度上限額は、1社あたりＡ～Ｄ合計で100,000円です。（1,000円未満切捨て）


補助金の申請期限について

 補助金の申請期限は、研修を終了した日から３か月以内です。

 研修受講前に、補助金の該当となるかご相談ください。

４月３月２月

・母語が日本語以外の外国籍従業員に対

する日本語研修

勤務日10日 勤務日1日 勤務日8日

★研修

※ 研修の内容を確認できる書類として、研修機関等が発行するパンフレット又は研修機

関等の公式ホームページの添付が必要

※ 研修の内容を確認できる書類として、研修機関等が発行するパンフレット又は

研修機関等の公式ホームページの添付が必要

【注意！】

母語が日本語の従業員に対する「外国籍

の方にもわかるやさしい日本語研修」は

対象外

【注意！】

母語が日本語の従業員に対する「外国籍

の方にもわかるやさしい日本語研修」は

対象外

　例：生成AIやChatGPTの活用研修、ＰｏｗｅｒＢＩによるデータ分析研修、業

務効率化のエクセル関数の活用研修、DXの推進を学ぶ研修　など

　例：SNSを活用した集客・販路拡大の研修、営業力強化のための研修、新規事

業開発の進め方を学ぶ研修　など

　例：マーケティング研修、組織力強化のため研修、タイムマネジメントの研

修、業務の効率化を目的とした研修　など

・母語が日本語以外の外国籍従業員に対

する日本語研修


